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研究要旨 

 2024 年 1 月に「健康づくりのための身体活動・運動ガイド 2023（新ガイド）」が発表された。身体活動ガ

イドラインの遵守率や、遵守者・非遵守者の特徴を明らかにすることは、今後の身体活動推進方策を検討して

いく上で有益な情報となる。本研究では、質の高い研究手法により得られた既存の調査データ（笹川スポーツ

財団による「スポーツライフに関する調査（スポーツライフ・データ）」の 2020 年および 2022 年版）を用い

て、1）成人・高齢者における新ガイドの遵守率および社会人口統計学的特徴による遵守率の差異を明らかに

すること、2）新ガイドの推奨事項遵守者における身体活動パターンを類型化し、その身体活動パターンと社

会人口統計学的要因の関連を検討することを目的とした。結果として、成人における身体活動基準の遵守率

は 28.3%、運動＋身体活動基準の遵守率は 4.2%であった。高齢者における身体活動基準の遵守率は 31.5%、

筋力トレーニング＋身体活動基準の遵守率は 4.0%であった。社会人口統計学的特徴による新ガイドの遵守率

について、成人では男性、若年層、独身、高学歴、適正 BMI、就労者が高かった。高齢者の場合、若年、男

性、既婚、高学歴、就労者の遵守率が高かった。新ガイドの推奨事項遵守者の身体活動パターンは、成人、高

齢者ともに「移動型」、「仕事型」、「余暇型」、「バランス型」の 4 パターンに類型化され、それぞれのパターン

における社会人口統計学的特徴が明らかになった。本研究の結果より、推奨基準遵守者の増加を目指した身

体活動推進方策を立案する際に働きかけるべきターゲットが明確になった。 

 

Ａ．研究目的 

2024 年 1 月に「健康づくりのための身体活動・

運動ガイド 2023（新ガイド）」1)が発表された。身

体活動の基準として、歩行またはそれと同等以上

の身体活動を、成人においては 1 日 60 分以上、高

齢者においては 40 分以上、また、運動の基準とし

て高齢者では多要素な運動を週 3 日以上、成人で

は息が弾み汗をかく程度以上の運動を週 60 分以上

行うことを推奨している（運動については筋力ト

レーニングを週 2～3 日行うことを含むことも推

奨）。「健康づくりのための身体活動基準 2013」か

らの変更点は、高齢者における身体活動の強度に

「3 メッツ以上」、運動の推奨事項に週 3 日以上の

多要素な運動が追加されたこと、成人・高齢者にお

いて運動の推奨事項に週 2〜3 日の筋力トレーニン

グが追加されたこと、こどものガイドラインが作

成されたこと、全ての年代において長時間の座位

行動を減らすことが推奨されたことである。今後

の身体活動推進方策を考えていく上で、新ガイド

の遵守率や、遵守・非遵守者の特徴を明らかにする
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ことは有益である。本研究では、質の高い研究手法

により得られた既存の調査データを用いて、成人・

高齢者における新ガイドの遵守率および社会人口

統計学的特徴による遵守率の差異を明らかにする

ことを目的とした。また、新ガイドに基づく推奨事

項の遵守者の身体活動パターンについて大規模ク

ラスター分析を用いて類型化し、そのパターンと

社会人口統計学的要因の関連についても検討を行

った。 

 
Ｂ．研究方法 

【新ガイドにおける推奨事項の遵守率および社会人

口統計学的特徴による遵守率の差異】 

１．調査対象 

本研究は、笹川スポーツ財団によって実施され

た「スポーツライフに関する調査（スポーツライ

フ・データ）」（2020 年および 2022 年）の二次分析

を行った。当調査における対象者は、割当法により

標本数を各年 3,000 として抽出された。層化の手続

きに関しては、全国の市区町村を都道府県単位で

11 地区に分類し、さらに各地区内の市区町村を都

市規模によって分類し、各地区の都市規模別の各

層における 18～79 歳の人口数に基づき、300 の地

点を比例配分している。各地点のサンプル数を 10

とし、計 3,000 サンプルを各層の該当人口構成比に

近似するように配分した。本研究では、2020 年お

よび 2022 年に実施された調査データを結合し、計

6,000 名（成人 4,466 名［女性 2,194 名］、高齢者

1,534 名［女性 810 名］）から得られた回答データを

最終的に分析した。 

 
２．調査内容および分析方法 

身体活動時間は、世界標準化身体活動質問票

（Global Physical Activity Questionnaire: GPAQ）の日

本語版で評価された。運動時間には、GPAQ におけ

る余暇の身体活動時間を用いた。また、筋力トレー

ニング実施の有無と頻度を調査した。分析は、成人

と高齢者ごとに実施し、社会人口統計学的要因の

欠損は分析ごとに除外した。まず、成人ならびに高

齢者の新ガイドにおける身体活動基準の遵守率と、

成人においては運動の基準を満たし身体活動基準

を遵守している者の割合、高齢者においては筋力

トレーニングの基準を満たし身体活動基準を遵守

している者の割合を算出した。また、社会人口統計

学的特徴（年代、性、婚姻状況、教育歴、BMI、就

業状況）による遵守率の差異についてカイ二乗検

定を用いて検討した。 

 

【新ガイドにおける推奨事項遵守者の身体活動パタ

ーンの類型化および社会人口統計学的要因の関連】 

１．調査対象 

本研究は、笹川スポーツ財団によって実施され

た「スポーツライフに関する調査（スポーツライ

フ・データ）」（2020 年および 2022 年）の二次分析

を行ったものである。本研究では、検討項目に欠損

がなく、新ガイドにおける身体活動・運動に関する

推奨事項の遵守者 1,726 名（成人 1,249 名［女性 451

名］、高齢者 477 名［女性 218 名］）を分析対象とし

た。 

 

２．調査内容および分析方法 

分析に用いた項目は、GPAQ で測定された身体活

動および性、年齢であった。分析は、成人と高齢者

ごとに実施し、性、年齢以外の人口統計学的要因の

欠損は分析ごとに除外した。まず、大規模クラスタ

ー分析を使用して、全体の身体活動時間に占める 3

つの身体活動領域（移動、仕事、余暇）の活動時間

の割合を基に身体活動パターンを類型化し、その

特徴が最も顕著となる分類を検討した。クラスタ

リング手法は、k-means アルゴリズムを使用した。

そして、カイ二乗検定を用いて類型化された身体

活動パターンと社会人口統計学的要因（性、婚姻状

況、教育歴、世帯年収、居住地の都市規模）との関

連について検討した。 

 

３．倫理的配慮 

 本研究で使用するデータは、笹川スポーツ財団

によって実施された「スポーツライフに関する調

査（スポーツライフ・データ）」（2020 年および 2022

年）のデータを二次分析した。 
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Ｃ．研究結果 
【新ガイドにおける推奨事項の遵守率および社会人

口統計学的特徴による遵守率の差異】 

１．対象者の特性 

 全ての対象者が GPAQ による身体活動時間につ

いて回答していたため、本研究の対象者は成人

4,466 名、高齢者 1,534 名であった。成人は平均年

齢が 42.6±12.9 歳、女性が 49.1%、既婚者が 69.5%、

高学歴が 29.2%、肥満者が 20.4%、就業者が 24.0%

であった。高齢者においては、平均年齢が 71.6±4.2

歳、女性が 52.8%、既婚者が 80.6%、高学歴が 19.1%、

肥満者が 21.3%、就業者が 54.1%であった。 

 

２．新ガイドにおける推奨事項の遵守率 

 成人における身体活動基準の遵守率は 28.3%で

あった。また、運動＋身体活動基準の遵守率は 4.2%

であった。高齢者における身体活動基準の遵守率

は 31.5%であり、筋力トレーニング＋身体活動基準

の遵守率は 4.0%であった。 

 

３．社会人口統計学的特徴による新ガイドにおける推

奨事項の遵守率の差異 

成人を対象にした分析では、男性、若年層、独身

はそうでない者と比較して、身体活動基準および

運動＋身体活動基準の遵守率が高かった。また、高

学歴、適正 BMI、就労者において身体活動基準の

遵守率が高かった。高齢者においては、若い層、男

性、既婚、高学歴、就労者において身体活動基準の

遵守率が高く、このうち若年、既婚、高学歴は筋力

トレーニング＋身体活動基準の遵守率が高かった。 

 

【新ガイドにおける推奨事項遵守者の身体活動パタ

ーンの類型化および社会人口統計学的要因との関連】 

１．新ガイドに基づく推奨事項遵守者の身体活動

パターンの類型化 

大規模クラスター分析の結果、成人、高齢者とも

にクラスター数を 4 に設定した場合に最も解釈し

やすい身体活動パターンが得られた。4 つの身体活

動パターンは、「移動型」（身体活動時間の多くを移

動に関連する活動が占める）、「仕事型」（身体活動

時間の多くを余暇に関連する活動が占める）、「余

暇型」（身体活動時間の多くを余暇に関連する活動

が占める）、「バランス型」（3 つの領域の全ての活

動がある程度の割合で含まれる）であった。それぞ

れの割合は、成人では「移動型」が 234 名（18.7%）、

「仕事型」563名（45.1%）、「余暇型」188名（15.1%）、

「バランス型」264 名（21.1%）であった（図 1）。

高齢者では「移動型」は 109 名（22.9%）、「仕事型」

136 名（28.5%）、「余暇型」117 名（24.5%）、「バラ

ンス型」115 名（24.1%）、であった（図 2）。 

 

２．新ガイド遵守者における類型化された身体活

動パターンと社会人口統計学的要因の関連 

 成人では「移動型」は女性、高い教育歴、高世帯

年収、大都市居住者で、「仕事型」は男性、低い教

育歴、低世帯年収、小都市居住者で、「余暇型」は

高い教育歴で、「バランス型」は女性で、それぞれ

高い割合を示した。 

高齢者では、「移動型」は女性、大都市居住者で、

「仕事型」は男性、低い教育歴、小都市居住者で、

「余暇型」は男性で、それぞれ割合が高かった。 

 

バランス型
(21.1%)

余暇型
(15.1%)

仕事型
(45.1%)

移動型
(18.7%)

余暇PA 仕事PA 移動PA

バランス型
(24.1%)

余暇型
(24.5%)

仕事型
(28.5%)

移動型
(22.9%)

余暇PA 仕事PA 移動PA

図1 成人における新ガイドの推奨事項遵守者の身体活動パターン 図2 高齢者における新ガイドの推奨事項遵守者の身体活動パターン
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Ｄ．考察 

１．本研究から得られた知見 

本研究では、2024 年 1 月に発表された新ガイド

について、既存の調査データを用いて推奨事項の

遵守率および社会人口統計学的特徴による遵守率

の差異について明らかにした。また、新ガイドの推

奨事項の遵守者における身体活動パターンを類型

化し、その身体活動パターンと社会人口統計学的

要因の関連を検討した。 

新ガイドの遵守率に関して、成人における身体

活動基準の遵守率は 28.3%で、高齢者における身体

活動基準の遵守率は 31.5%であった。「健康づくり

のための運動基準 2006」2)（成人：強度が 3 メッツ

以上の活動で 1 日当たり約 60 分。歩行中心の活動

であれば 1 日当たり、およそ 8,000～10,000 歩に

相当）の遵守率を調べた先行研究 3)では、成人（20

～79 歳）の遵守率は 26.6%であることが報告され

ている。遵守率の算出に用いた身体活動の評価尺

度が異なること、推奨事項が完全に一致していな

いことから、数値を単純に比較することは難しい

が、約 15 年経った現在も遵守率が大きく改善して

いるとは言えないのが現状であろう。 

また、社会人口統計学的特徴による新ガイドの

遵守率の差異について検討した結果、成人では、男

性、若年層、独身、高学歴、適正 BMI、就労者にお

いて身体活動基準の遵守率が高かった。一方、高齢

者においては、若い層、男性、既婚、高学歴、就労

者において身体活動基準の遵守率が高かった。「健

康づくりのための運動基準 2006」の推奨値を満た

している者の特徴について検討した先行研究 3)で

は、男性の場合は就業していること、女性は既婚、

教育歴が高いことが示されている一方で、30 代の

女性は遵守者の割合が低かった。先行研究は調査

会社の登録モニターを対象にしたインターネット

調査であり、本研究の対象者とは社会人口統計学

的特徴が異なる可能性があり、結果の比較には注

意を要するが、本研究により遵守者・非遵守者の特

徴の一端が明らかになったことから、今後どのよ

うな対象に身体活動推進方策を強化していくべき

かを明らかにすることができた。 

一方、新ガイドに基づく推奨事項の遵守者にお

ける身体活動パターンについては、成人、高齢者と

もに「移動型」、「仕事型」、「余暇型」、「バランス型」

の 4 パターンに類型化できることが確認された。

成人では「仕事型」、「バランス型」、「移動型」、「余

暇型」で、高齢者は「仕事型」、「余暇型」、「バラン

ス型」、「移動型」の順でその割合が高かった。類型

化されたパターンにおける社会人口統計学的特徴

も明らかになったことにより、推奨事項の遵守者

の増加を目指した介入方略を立案する際に働きか

けるべきターゲットが明確になった。 

 

２．本研究の強みと限界点 

本研究の強みは、質の高い研究手法により抽出

された比較的大きなサンプルサイズのデータによ

り、日本人における推奨身体活動量の遵守状況を

検討できた点である。しかしながら、本研究で推奨

身体活動の検討に用いた質問票による主観的評価

と活動量計による客観的評価の絶対値には大きな

差異がみられており、主観的評価による身体活動

時間は過小評価傾向であることについて、結果の

解釈には注意を要する。 

 
Ｅ．結論 

 本研究では、成人および高齢者における新ガイ

ドの遵守率ならびに遵守者の身体活動パターンを

類型化し、それらの社会人口統計学的特徴を明ら

かにした。本研究の結果は、新ガイドにおける推奨

事項の遵守者の増加を目指した介入戦略を立案す

る際の有益な情報になる。 
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